　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　フード連合（局）発　08第153号（労働30）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2009年７月31日
各単組委員長　　　様

業種別部会部会長　様　　　　　　　　　

日本食品関連産業労働組合総連合会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　労働局長　　栗　田　博
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
「時短2000ゼロのとりくみ」を単組の運動方針・議案書（2009～2010年度）に掲げ実現をめざすとりくみについて　
　　　フード連合は、「時短2000ゼロのとりくみ」で2010年度末（2011年3月）までに年間所定労働時間が2000時間以上の組合をなくすため、春季生活闘争および通年での労働協約改定協議などでその実現に向けて取り組んでいます。達成目標年度の2011年3月までに2000時間以上の組合をなくすためには、次年度の単組の運動方針・議案書に「時短2000ゼロのとりくみ」を掲げ、残された期間で単組が本気になってとりくみ、その実現をめざしていくことが必要です。
年間所定労働時間2000時間以上の組合および業種別部会は、「時短2000ゼロのとりくみ」を運動方針・議案書などに掲げ、下記に示した目標の実現に向けた要求や実施計画の策定など積極的に取り組んでください。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

１．単組の運動方針・議案書などで提起
　　年間所定労働時間2000時間以上の組合は、運動方針・議案書、活動実施計画等に「時短2000ゼロのとりくみ」を掲げその実現にとりくむ。
尚、既に次年度の運動方針・議案書等を確定している組合については、労働協約改定協議等での要求課題として積極的に取り組んでください。
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２．到達目標


　　●年間所定労働時間2000時間以上の組合は、年間所定労働時間2000時間未満とする。その場合、2011年3月までの労使合意をはかる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
以上2000時間以上の組合は、単組の運動方針や議案書で提起し、組織内で「時短2000ゼロのとりくみ」を確認し、その実現に努めて下さい。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
                                                                       　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　
１．年間所定労働時間の短縮（2000時間未満）にむけたとりくみの背景

　


２．年間所定労働時間の短縮（2000時間未満）にとりくむ意義

　
　①「労働時間等設定改善法」では改善の意義として、労働者が心身ともに充実した状態で意欲と能力を発揮できるようにし、企業経営の効率化と活性化、国民経済の健全な発展につながることとしています。
　②労働者の健康で充実した生活を実現するためには、生活時間の確保が重要であり、労働時間の短縮が欠かせません。今後とも週40時間制の導入、年次有給休暇の取得促進及び時間外労働の削減に努めることが大切です。

日本人の働き過ぎに対して国際的に批判されているにもかかわらず、「時短推進法」で示された年間総実労働時間1800時間は未だ到達していません。労働時間短縮の根幹は所定労働時間で、少なくとも2000時間未満にする必要があり、多くの組合や企業では既に所定労働時間の短縮から長時間労働削減に向けた改善にとりくんでいます。2000時間以上の組合は、こうした社会の動きから取り残されないためにも、同じ業種で働く労使が一体となって取り組むことが大切です。

　　





ステップ1：運動方針・議案書で組合員へのとりくみへの理解と意識の醸成をはかる。

（１）年間所定労働時間2000時間未満とすることを、議案提案し、単組の最重点課題として共有化する。
（２）そのために、まずは単組役員の意思統一をはかり、組合員との徹底した話し合いを行い、取り組みへの理解と意識の醸成をはかる。
　①なぜ取り組む必要性があるのかなど、とりくむ意義について徹底的に話し合う。
　②組合員の意識（現状に満足・不満？）　や職場の風土・実態を把握して、課題の整理などを行い、取り組みへの理解と意識の醸成をはかる。　　
　
ステップ2：年間所定労働時間短縮（2000時間未満）への取り組み目標を設定する。
（１）2000時間以上の組合は、2010年度末までに年間所定労働時間2000時間未満とする労使合意を目標に設定する。また、1900時間以上の組合は、1900時間未満を目標に労使合意ができるように取り組みを進める。

（２）年間所定労働時間の短縮に向けた推進計画を策定する。

　　1日の所定労働時間を変えない場合、年間休日を増す場合、1日の所定労働時間と年間休日増との併用型など単組の実情に応じて推進計画を策定する。

ステップ3：取り組むにあたって課題を整理しておく。
（１）所定労働時間の短縮が進まない要因を整理する。

　　①会社の意識と風土　　　　　　（コストアップ、生産性、設備投資？、優先順位、、、、、等）

　　②組合の意識と職場の風土　　（必要性、優先順位、あきらめムード、残業手当のダウン、、等）
　　③産業構造の特性　　　　　　　 （労働集約型・手作業・技能）、消費期限と商品特性、、等）
　　④生産・要員体制　の検証　　　（シフト体制、要員不足、見込み生産、配送、、、、、、等）

　　⑤他社との競合　　　　　　　　　 （競争力の低下、公正競争、中小企業多い、、、、等）
（２）要因に対する課題の対策を検討する

　　①労使による会社・職場風土の改革　　⇒労使の本気度、真剣に取り組むこと（意識改革）

　　②同業種別部会が一斉に取り組む　　⇒会社側も巻き込んで魅力ある業種、会社にしていく

　　③生産体制の見直しと生産性向上策の提言　⇒労使が知恵を出して解決策等に取り組む　　


ステップ４：時短推進のための労使委員会（労働時間等設定改善）の設置と活用
（１）時短推進のための労使委員会（労働時間等設定改善）を設置する。（法律で定められている）
（２）時短推進委員会では、長労働時間削減のためにまず所定労働時間の削減を最優先課題とし、ステップ２、３の目標の設定と課題の解決に向けて労使で取り組む。　　
　

１．現状の実態要員（要員の過不足）を知る!
　　　　（１）工場の生産ラインの要員が現行の所定労働時間に対して適正化を検証する。
　　　　（２）そのために、必要シフト要員による過不足人員を算出する。

　　　　　　＜現行（実態）の条件を設定＞

	年間所定労働時間　　　　　　　
	2080時間、休日105日、

	従業員数（職場）
	18名

	必要定員数
	10名　※実態や改善しての定員により設定要員が異なるので注意

	勤務体制
	毎日生産、2直交替制で昼勤7日、夜勤週4日


　　　　　　①1週間の必要定員（人員）
	必要人員ポジション
	昼
	10名×7日
	70ポジション（人工数）

	
	夜勤
	10名×4日
	40ポジション（人工数）

	
	合計
	10名×11日
	110ポジション（人工数）


　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　②職場のポジション（人工数）能力
	　　　職場のポジション能力
	　18名×5日
	90ポジション（人工数）


　　　　　　③不足ポジション（人工数）
	　　　不足ポジション（人工数）
	　110P－90P
	20ポジション（人工数）


　　　　④不足人員（週5日働ける人）
	　　　不足ポジション（人工数）
	　20P÷5P（日）
	4.0名


　　　　　※現行の人員では4名不足していることが分かる。


２．2000時間未満を達成するための要員を算出する！
　　　（１）目標1992時間にするために、年休116日にした場合の要員を算出する。
　　　　　＜目標の条件を設定＞

	年間所定労働時間　　　　　　　
	1992時間、休日116日、1日8時間

	従業員数（職場）
	18名（現行）+4名（現行の不足人員）


　　　　　　＜不足人員の算出＞
	週休2日以外の休日数
	116日-105日
	11日

	不足ポジション（人工数）
	（18名+4名）×11日
	242ポジション（人工数）

	一人当たりの年間ポジション数
	365日－116日
	249ポジション

	不足人員
	242P（日）÷249P（日）
	0.97名


　　　　　　　※1992時間にするためには、現行不足4名＋0.97名＝5名必要となる。
　
　　以上のような実態の必要要員を検証することと合わせて、設備投資による定員削減や作業改善による定員削減、また、シフト体制の見直し、職場の多能化によるワンフロアー化など職場の実情に合わせた改善を行って、年間所定労働時間の短縮の達成に努めてください。　












＜2000時間未満達成＞


●2011年3月までに年間所定時間2000時間未満を達成する。








＜所定時間短縮に向けた要員計画の算出方法（例）＞





＜要求・労使協議＞


●要求・実現目標を明確にし、労使協議を開始し、2011年3月までに労使合意をはかる。


●労使委員会等の設置と労使の意識改革


●課題の整理、施策等改善の実施








＜運動方針・議案書で提起＞


●フード連合の「時短2000ゼロのとりくみ」を単組の運動方針・議案書で提起し、実現をめざす。（2009年～2010年）


●組合員の意識改革と確認・決定








�








運動方針・議案書で提起し、労働協約改定協議等で協議して、その実現をめざす。


2010春季生活闘争で年間所定労働時間削減の要求書を提出し労使交渉を行う（フード連合、業種別部会全体で取り組んでいることを全面に出して交渉を展開する！）


2010年度末までに労使合意を行い、2011年3月以降2000時間未満を達成する。





補　足





以上





＜具体的な取り組み手順（例）＞





年間所定労働時間短縮（2000時間未満）の実現にむけて





フード連合は労働時間の短縮について、重点課題として掲げ、①労働時間管理の徹底と不払い残業の撲滅、②時間外労働の削減と「年間360時間」以内の徹底、③時間外割増率の引上げ、④年次有休休暇の完全取得の推進、⑤年間所定労働時間の計画的削減の取り組みを進めてきています。しかし、一部で成果が見られるものの時短の実現は停滞しているのが現状です。特に年間所定労働時間は、2000時間以上の組合は100組合以上あり、フード連合全体で1／3以上を占めています。


このような状況で、労働時間の短縮を促進し、労働者のゆとりある生活の実現に資することを目的に1992年に制定された「時短推進法」は、2006年に「労働時間等設定改善法」へと改正され、労働時間の改善は労使に委ねられました。連合はこの法改正を機に、ワーク・ライフ・バランスの視点を踏まえた健康でゆとりある働き方を実現するための目標として「年間総実働時間１８００時間の実現に向けた時短方針」を策定しました。この時短方針の中で、すべての組合は最低到達目標として、2009年度末までに年間所定労働時間2000時間以上の組合をなくすことが示されました。


フード連合は、連合が示した時短方針に基づき、時短が進まない中で、特に2000時間以上の組合が多い業種別部会や中小組合の実効性を高めるために、具体的な施策などを検討し、実践をサポートする「時短推進サポートチーム」を設置し、取り組みの強化をはかることにしました。





＜時短の取り組みはなぜ必要性なの？＞　⇒　法令順守、指針への対応等含めて遅れている！


①長時間労働の弊害　　⇒心と健康の維持に影響（過労死・過労自殺にも）、職場で深刻化。


②ワーク・ライフ・バランス　⇒睡眠など生理的に必要な活動、仕事や通勤など社会生活での活動、家族とのふれあいや社会的な文化的活動等が必要。


③生産性・業務の効率化　⇒経営改善ができ企業の発展につながる。


④働きやすい職場環境　⇒魅力のある企業になることで人材の確保、勤労意欲の向上につながる。


⑤労働災害の防止　　　⇒注意力・集中力の向上で労働災害を防止につながる。


　　　　　　　　　　　　　　　


　豊かでゆとりある生活！　心と健康の維持、労働災害防止！　働きやすい職場環境！　





（国・社会、労使で求めている）





社会との約束


























